
令和元年７月１２日 

特定商取引法違反の訪問購入業者に対する業務停止命令 

（３か月）及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する 

業務禁止命令（３か月）について 

○ 近畿経済産業局は、訪問購入業者である株式会社ＲＵＢＹ（兵庫県尼崎

市、屋号：エコタウン）（以下「同社」といいます。）に対し、本日、特定

商取引に関する法律の一部を改正する法律による改正前の特定商取引に

関する法律（以下「旧法」といいます。）第５８条の１３第１項及び特定

商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商取引法」と

いいます。）第５８条の１３第１項に基づき、令和元年７月１３日から令

和元年１０月１２日までの３か月間、訪問購入に関する業務の一部（勧誘、

申込受付及び契約締結）を停止するよう命じました。 

○ あわせて、同社に対し、特定商取引法第５８条の１２第１項の規定に基

づき、以下のとおり指示を行いました。 

① 同社は、旧法第５８条の６第１項及び特定商取引法第５８条の６第

１項の規定により禁止される勧誘の要請をしていない者に対する勧

誘、旧法第５８条の６第２項及び特定商取引法第５８条の６第２項の

規定により禁止される勧誘を受ける意思があることを確認することを

しないで行う勧誘、旧法第５８条の６第３項及び特定商取引法第５８

条の６第３項の規定により禁止される契約を締結しない旨の意思を表

示した者に対する勧誘並びに旧法第５８条の８第２項及び特定商取引

法第５８条の８第２項に規定する書面の交付義務に違反する行為（記

載不備）をしていた。かかる行為は、旧法及び特定商取引法に違反す

るものであることから、今回の違反行為の発生原因について、調査分

析の上検証し、その検証結果について令和元年８月１３日までに、近

畿経済産業局長宛てに文書により報告すること。

② 同社は、前記①の各違反行為の再発防止策及び社内のコンプライアン

ス体制を構築し、当該再発防止策及び当該コンプライアンス体制につい
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て、前記の業務停止命令に係る業務を再開する１か月前までに、近畿経

済産業局長宛てに文書により報告すること。 

  

○ 認定した違反行為は、勧誘の要請をしていない者に対する勧誘、勧誘を

受ける意思があることを確認することをしないで行う勧誘、契約を締結し

ない旨の意思を表示した者に対する勧誘及び書面の交付義務に違反する

行為（記載不備）です。 

 

○ また、近畿経済産業局は、同社の代表取締役の橋本涼に対し、本日、特

定商取引法第５８条の１３の２第１項の規定に基づき、令和元年７月１３

日から令和元年１０月１２日までの３か月間、前記業務停止命令により同

社に対して業務の停止を命じた範囲の業務を新たに開始すること（当該業

務を営む法人の当該業務を担当する役員となることを含みます。）の禁止

を命じました。 

 

○ 同社に対する業務停止命令及び指示の詳細は別紙１、橋本涼に対する業

務禁止命令の詳細は別紙２のとおりです。 

 

○ なお、本処分は、特定商取引法第６９条第３項の規定に基づき、消費者

庁長官の権限委任を受けた近畿経済産業局長が実施したものです。 
 

１．同社は、同社が消費者への電話業務を委託する事業者をして、消費者宅に

電話をかけて、不用品の有無を尋ね、消費者から不用品があるとの回答を得

た場合、消費者から不用品の売買契約の締結について勧誘することの承諾を

取り付けた上で、消費者宅を訪問し、同所において、不用品の売買契約の締

結について勧誘した後、貴金属の売買契約（以下「本件売買契約」という。）の締

結についても勧誘を行い、不用品の売買契約、本件売買契約若しくは両契約の申

込みを受け、又は当該消費者との間で不用品の売買契約、本件売買契約若しく

は両契約を締結して不用品、貴金属若しくはその両方の購入を行っていることか

ら、同社が行う不用品及び貴金属の購入は、旧法第５８条の４に規定する訪問購

入及び特商法第５８条の４に規定する訪問購入（以下単に「訪問購入」といいま

す。）に該当します。 

 
２．近畿経済産業局が認定した違反行為は、別紙１のとおりです。 

 

３．また、同社の代表取締役の橋本涼は、同社の役員であり、かつ、同社が停止を

命ぜられた訪問購入に関する業務の遂行に主導的な役割を果たしていました。 



 

 

 

【本件に関するお問合せ(消費者の皆様)】 

 

本件に関するお問合せにつきましては、消費者庁から権限委任を受けて消費者庁とともに

特定商取引法を担当している経済産業局の消費者相談室で承ります。お近くの経済産業局

まで御連絡ください。 

なお、本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルにつきましては、お話を伺った上で、他

機関の紹介などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲介を行うことはできませんので、あら

かじめ御了承ください。 

 

北海道経済産業局消費者相談室  電話 ０１１－７０９－１７８５ 

東北経済産業局消費者相談室      ０２２－２６１－３０１１ 

関東経済産業局消費者相談室      ０４８－６０１－１２３９ 

中部経済産業局消費者相談室      ０５２－９５１－２８３６ 

近畿経済産業局消費者相談室      ０６－６９６６－６０２８ 

中国経済産業局消費者相談室      ０８２－２２４－５６７３ 

四国経済産業局消費者相談室      ０８７－８１１－８５２７ 

九州経済産業局消費者相談室      ０９２－４８２－５４５８ 

沖縄総合事務局経済産業部消費者相談室 ０９８－８６２－４３７３ 

 

○ 消費者ホットライン（全国統一番号）  １８８（局番なし） 

身近な消費生活相談窓口を御案内します。 

※一部の IP 電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。 

○ 最寄りの消費生活センターを検索する。 

http://www.kokusen.go.jp/map/index.html 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

 近畿経済産業局 産業部 消費経済課 

  電 話：０６－６９６６－６０２７ 

  FAX：０６－６９６６－６０８５ 



（別紙１） 

 

株式会社ＲＵＢＹに対する行政処分の概要 

 

１．処分対象事業者 

（１）名 称：株式会社ＲＵＢＹ（法人番号：９１２０００１１８３７４９） 

（２）屋 号：エコタウン 

（３）代 表 者：代表取締役 橋本 涼（はしもと りょう） 

（４）所 在 地： 

（登記上）兵庫県尼崎市御園町２７番地の３ 

  （実質上）大阪府大阪市中央区北久宝寺町４－３－５ 本町サミットビル２階 

（５）資 本 金：２００万円 

（６）設 立：平成２６年５月２日 

（７）取引類型：訪問購入 

（８）買取商品：不用となった服や電化製品等の日用品（以下「不用品」という。）

及び貴金属等 

 

２．事業概要 

株式会社ＲＵＢＹ（以下「同社」という。）は、同社が消費者への電話業務を委

託する事業者をして、消費者宅に電話をかけた上で、消費者宅を訪問し、同所に

おいて、不用品の売買契約の締結について勧誘した後、貴金属の売買契約（以下

「本件売買契約」という。）の締結についても勧誘を行い、不用品、貴金属若しく

はその両方の購入を行っていた。 

 

３．処分の内容 

（１）業務停止命令 

ア 内容 

特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第５８条の４に規

定する訪問購入（以下単に「訪問購入」という。）に関する業務のうち、次の業

務を停止すること。 

① 同社の行う訪問購入に関する売買契約の締結について勧誘すること。 

② 同社の行う訪問購入に関する売買契約の申込みを受けること。 

③ 同社の行う訪問購入に関する売買契約を締結すること。 

イ 停止命令の期間 

令和元年７月１３日から令和元年１０月１２日まで（３か月間） 

 

（２）指示 

ア 同社は、特定商取引に関する法律の一部を改正する法律（平成２８年法律第

６０号）による改正前の特定商取引に関する法律（以下「旧法」という。）第５

８条の６第１項及び特定商取引法第５８条の６第１項の規定により禁止される



勧誘の要請をしていない者に対する勧誘、旧法第５８条の６第２項及び特定商

取引法第５８条の６第２項の規定により禁止される勧誘を受ける意思があるこ

とを確認することをしないで行う勧誘、旧法第５８条の６第３項及び特定商取

引法第５８条の６第３項の規定により禁止される契約を締結しない旨の意思を

表示した者に対する勧誘並びに旧法第５８条の８第２項及び特定商取引法第５

８条の８第２項に規定する書面の交付義務に違反する行為（記載不備）をして

いた。かかる行為は、旧法及び特定商取引法に違反するものであることから、

今回の違反行為の発生原因について、調査分析の上検証し、その検証結果につ

いて、令和元年８月１３日までに、近畿経済産業局長宛てに文書により報告す

ること。 

イ 同社は、前記アの各違反行為の再発防止策及び社内のコンプライアンス体制

を構築し、当該再発防止策及び当該コンプライアンス体制について、前記（１）

の業務停止命令に係る業務を再開する１か月前までに、近畿経済産業局長宛て

に文書により報告すること。 

 

４．処分の原因となる事実 

同社は、以下のとおり、旧法及び特定商取引法に違反する行為をしており、旧

法第５８条の４に規定する訪問購入（以下「旧法に規定する訪問購入」という。）

及び訪問購入に係る取引の公正及び売買契約の相手方の利益が著しく害されるお

それがあると認められた。 

 

（１）勧誘の要請をしていない者に対する勧誘（旧法第５８条の６第１項及び特定

商取引法第５８条の６第１項） 

同社は、遅くとも平成２９年９月頃以降、旧法に規定する訪問購入及び訪問購

入に係る不用品の売買契約の締結について勧誘をする承諾のみ取り付けた上で消

費者宅を訪問したにもかかわらず、同所において、旧法に規定する訪問購入及び

訪問購入に係る本件売買契約の締結についての勧誘の要請をしていない者に対

し、当該売買契約の締結について勧誘をしていた。 

 

（２）勧誘を受ける意思があることを確認することをしないで行う勧誘（旧法第５

８条の６第２項及び特定商取引法第５８条の６第２項） 

同社は、遅くとも平成２９年９月頃以降、旧法に規定する訪問購入及び訪問購

入をしようとするとき、不用品の売買契約の締結について勧誘をする承諾のみ取

り付けた上で消費者宅を訪問したにもかかわらず、同所において、本件売買契約

の締結について勧誘していたが、その勧誘に先立って、その相手方に対し、当該

勧誘を受ける意思があることを確認していなかった。 

 

 



（３）契約を締結しない旨の意思を表示した者に対する勧誘（旧法第５８条の６第

３項及び特定商取引法第５８条の６第３項） 

同社は、遅くとも平成２９年９月頃以降、貴金属について、「一切興味ないの

で、ないです。」、「売りたいものはないですよ。」等と、旧法に規定する訪問購入

及び訪問購入に係る本件売買契約を締結しない旨の意思を表示した者に対して、

「なんか片方なくなったピアスなどはないんですか。」、「こちらも売ってくださ

いよ。」と告げるなど、当該売買契約の締結について続けて勧誘をしていた。 

 

（４）書面の交付義務に違反する行為（記載不備）（旧法第５８条の８第２項及び特

定商取引法第５８条の８第２項） 

同社は、遅くとも平成２９年９月頃以降、消費者宅において、旧法に規定する

訪問購入及び訪問購入に係る売買契約を締結した際に、代金を支払い、かつ、物

品の引渡しを受けたとき、その売買契約の相手方に対して交付することが義務付

けられている契約の内容を明らかにする書面を交付していたが、当該書面には次

の事項が記載されていなかった。 

  ア 個別の物品の購入価格 

  イ 物品の特徴 

 

５．勧誘事例 

【事例１】（勧誘の要請をしていない者に対する勧誘、勧誘を受ける意思があること

を確認することをしないで行う勧誘、契約を締結しない旨の意思を表示し

た者に対する勧誘） 

平成２９年８月下旬頃、同社の委託先事業者の従業員Ｚは、消費者Ａ宅に、

「ご家庭で不用になったものを引き取ります。靴一足でも電化製品などありま

せんか。」と電話をした。Ａは、「電化製品とは。」と尋ねると「部品で使えるも

のをリサイクルしたり、資源として再利用する。」、「物によっては引き取れない

ものがありますが。」と言われ、電化製品の買取りについて同社の従業員が訪問

することを承諾した。このときＺはＡに対して貴金属の買取りをしてもよいか

といった確認をせず、また、Ａ宅を訪問した際に貴金属の買取りを勧誘する承

諾を取り付けなかった。 

平成２９年９月上旬頃、同社の従業員ＹがＡ宅を訪問した。Ａが電化製品を

見せたところ、Ｙは「会社に査定のために送る。」と言い、Ａが見せた電化製品

を写真撮影し、送信した。返信を待つ間、Ｙは「不要になった貴金属などがあ

ればこんなのも買取しているのですよ。」、「こういうのも買い取っているんで

す。お宅には不要になった貴金属はありませんか。使わない指輪や片方になっ

たものはありませんか」とＡに貴金属の買取りの勧誘を受ける意思があること

を確認せずに、勧誘する承諾を取り付けていない本件売買契約に係る勧誘を行

った。Ａは貴金属を売るつもりは全くなかったので、「一切興味ないので、ない

です。」、「ないです。」と言って断った。それにもかかわらず、Ｙは、「本当にな

いんですか。」、「なんか片方なくなったピアスなどはないんですか。」と何度も

しつこく聞いてきたため、Ａは、仕方なく貴金属を売ることにした。さらにＹ



は「もう他にはないですか。ないですか」と何度も言い、「アクセサリーを置い

ているところをもう一度見てきて下さい、探してきて下さい。」と更に貴金属を

探すよう言ってきたが、Ａは断った。Ａはその場で貴金属をＹに渡し、契約書

を受け取った。 

 

【事例２】（勧誘の要請をしていない者に対する勧誘、勧誘を受ける意思があること

を確認することをしないで行う勧誘） 

平成３０年１月下旬頃、同社の委託先事業者の従業員Ｘは、消費者Ｂ宅に、

「家の中で何かいらないものはありませんか。例えばテレビとか。」と電話をし

た。Ｂは、「テレビがあります。」と答え、テレビ等の買取りについて同社の従

業員が訪問することを承諾した。このときＸはＢに対して貴金属の買取りをし

てもよいかといった確認をせず、また、Ｂ宅を訪問した際に貴金属の買取りを

勧誘する承諾を取り付けなかった。 

その電話から約１０日後、同社の従業員ＷがＢ宅を訪問すると、名刺を渡

し、名乗った。Ｗが、テレビ等の査定が終わると、部屋に置いてある宝石箱を

指さし、「この中でいらないものはないですか。これも買い取れます。」と言っ

たので、Ｂは、その中に保管していた４点の貴金属を売ることにした。さら

に、Ｗは、「ほかに宝石はないですか。」、「バックはどうですかありませんか。」

と言い、「こっちの方は。」と言って部屋に置いてあった別の宝石箱を指さして

聞いたため、Ｂはその宝石箱に保管していた３点の貴金属をさらに売ることに

した。 

Ｂはその場で貴金属をＷに渡し、契約書を受け取った。 

 

【事例３】（勧誘の要請をしていない者に対する勧誘、勧誘を受ける意思があること

を確認することをしないで行う勧誘、契約を締結しない旨の意思を表示し

た者に対する勧誘） 

平成３０年２月上旬頃、同社の委託先事業者の従業員Ｖは、消費者Ｃ宅に、

「日本全国で、訪問で買取を行っています。」、「何かお売りいただけるものはあ

りませんか。」と電話をした。Ｃは、「靴とか古着、着物ならありますよ。」と答

え、靴等の買取りについて同社の従業員が訪問することを承諾した。このとき

ＶはＣに対して貴金属の買取りをしてもよいかといった確認をせず、また、Ｃ

宅を訪問した際に貴金属の買取りを勧誘する承諾を取り付けなかった。 

その電話から約１週間後、同社の従業員ＵがＣ宅を訪問すると、「靴や古着、

着物があるということでしたので、買取にきました。」と言い、同社の名称の入

った名刺を渡した。靴等の査定が終わると、Ｕは「貴金属はありませんか。」と

言ったので、Ｃは「あるけど、売りたいものはないですよ。」と断った。する

と、Ｕは「見せてもらうだけでもできませんか。」、「見せてもらうだけでも勉強

になるので。」等と言い、Ｃは見せるだけならばよいと思い、家の奥から貴金属

を持ってきて、Ｕに見せた。Ｕは、それらの貴金属をスマートフォンで撮影し

て、「もう使っていないんじゃないですか。」、「こちらも売ってくださいよ。」等

と勧誘してきた。Ｃが「売りません。」、「見せるだけだと言ったでしょう。」と



断ったが、Ｕがしつこく勧誘してきたため、仕方なく貴金属を売ることにし

た。 

Ｃはその場で靴等と貴金属をＵに渡し、契約書を受け取った。 

 

 

  



（別紙２） 

 

橋本 涼に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

  株式会社ＲＵＢＹ 代表取締役 橋本 涼（以下「同人」という。） 

 

２ 処分の内容 

（１）業務禁止命令の内容 

特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第５８条の４に規

定する訪問購入に関する業務のうち、次の業務を新たに開始すること（当該業務

を営む法人の当該業務を担当する役員となることを含む。）を禁止する。 

ア 訪問購入に関する売買契約の締結について勧誘すること。 

イ 訪問購入に関する売買契約の申込みを受けること。 

ウ 訪問購入に関する売買契約を締結すること。 

（２）業務禁止命令の期間 

令和元年７月１３日から令和元年１０月１２日まで（３か月間） 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第５８条の１３の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）近畿経済産業局は、別紙１のとおり、株式会社ＲＵＢＹ（以下「同社」とい

う。）に対し、特定商取引法第５８条の１３第１項の規定に基づき、同社が行

う訪問購入に関する業務の一部を停止すべき旨を命じた。 

（２）同人は、同社の役員であり、同社が停止を命ぜられた訪問購入に関する業務

の遂行に主導的な役割を果たしていた。 

 


